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況となっている。 
国の公共建築物については、令和４(2022)年度以降に設計に着手するもの37について、

建築物木材利用促進基本方針に基づき、計画時点においてコストや技術の面で木造化が困
難であるものを除き、原則と
して全て木造化を図ることと
している。国が整備し令和５
(2023)年度に完成した、積極
的に木造化を促進するとされ
ている公共建築物のうち、木
造化された建築物は79棟であ
った。各省各庁において木造
化になじまないなどと判断し
木造化されなかった公共建築
物６棟について、林野庁・国土
交通省の合同検証チームが検
証した結果、いずれも施設が
必要とする機能等の観点から
木造化が困難であったと評価
され、木造化が可能であった
ものの木造化率は100%とな
った38。 
(学校施設の木造化・木質化を推進) 

学校施設は、児童・生徒の学習及び生活の場であり、学校施設に木材を利用することは、
木材の持つ高い調湿性、温かさや柔らかさ等の特性により、健康や知的生産性等の面にお
いて良好な学習・生活環境を実現する効果が期待できる39。

このため、文部科学省では、学校施設の木造化や内装の木質化を進めており、令和５
(2023)年度に新しく建設された公立学校施設の70.3％で木材が利用された(木造で整備さ
れたものが15.6%、非木造で内装が木質化されたものが54.7%)40。また、文部科学省、農林
水産省、国土交通省及び環境省が連携して認定している「エコスクール・プラス41」におい
て、特に農林水産省は、内装の木質化等を行う場合に積極的に支援している。 
(応急仮設住宅における木材の活用) 

東日本大震災以前、応急仮設住宅のほとんどは鉄骨プレハブにより供給されていたが、

37 令和３(2021)年度末までに公表された設計着手前の基本計画等に基づき設計を行うものを除く。 
38 農林水産省プレスリリース「「令和６年度 建築物における木材の利用の促進に向けた措置の実施状況の取りまとめ」

等について」(令和７(2025)年３月26日付け) 
39 林野庁「平成28年度都市の木質化等に向けた新たな製品・技術の開発・普及委託事業」のうち「木材の健康効果・環

境貢献等に係るデータ整理」による「科学的データによる木材・木造建築物のQ&A」(平成29(2017)年３月) 
40 文部科学省プレスリリース「公立学校施設における木材利用状況(令和５年度)」(令和７(2025)年１月14日付け) 
41 学校設置者である市町村等が、環境負荷の低減に貢献するだけでなく、児童生徒の環境教育の教材としても活用でき

るエコスクールとして整備する学校を、関係省庁が連携協力して「エコスクール・プラス」として認定するもの。 

建築物全体と公共建築物の木造率の推移

注１：木造とは、建築基準法第２条第５号の主要構造部(壁、柱、床、梁、
屋根又は階段)に木材を利用したものをいう。建築物の全部又はそ
の部分が２種以上の構造からなるときは、床面積の合計のうち、最
も大きい部分を占める構造によって分類している。 

２：本試算では、「公共建築物」を国、地方公共団体、地方公共団体の関
係機関及び独立行政法人等が整備する全ての建築物並びに民間事
業者が建築する教育施設、医療、福祉施設等の建築物とした。また、
試算の対象には新築、増築及び改築を含む(低層の公共建築物につ
いては新築のみ)。 

資料：国土交通省「建築着工統計調査」のデータに基づいて林野庁木材利
用課が試算。 
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東日本大震災においては木造化の取組が進み、25％以上の仮設住宅が木造で建設された42。 
東日本大震災における木造応急仮設住宅の供給実績と評価を踏まえて設立された一般社

団法人全国木造建設事業協会では、大規模災害発生後に木造の応急仮設住宅を速やかに供
給する体制を構築するため、地方公共団体と災害時の協力に係る必要な事項等を定めた災
害協定の締結を進めており、令和７(2025)年３月までに、45都道府県及び11市と災害協定
を締結している。 

令和６(2024)年１月１日に発生した令和６年能登半島地震では、これまでの災害時に建
てられてきた⾧屋型の木造のほか、被災前の居住環境に近い戸建風の木造での応急仮設住

42 国土交通省調べ。 

令和６年能登半島地震の被災地における移動式の木造宿舎
の活用 

令和６(2024)年１月に発生した令和６年能登半島地震では、被災によって宿泊施設が激
減したことから、被災者の仮設住宅だけでなく復興支援者の宿泊所の確保も課題となった。 

東急建設株式会社(東京都渋谷区)は、復興支援者用仮設宿舎として自社で開発する可搬型
木造建物「モクタスキューブ」20棟を輪

わ
島
じま

市の能登空港多目的広場に設置した。このモクタ
スキューブは、建築基準法に適合可能な木造建築物であり、復興支援が⾧期間にわたっても
木の温もりを感じながら生活を送ることができるほか、あらかじめ屋根、内外装まで全て工
場で製作し、大型トラック(10トン積)１台で１棟を搬送・設置するため、現地での作業時間
や工程を大幅に短縮できる。能登半島の被災地においても、現地での実働作業期間は約２週
間、要請から僅か３か月で完成した。このほか、同社は輪島塗の仮設工房としてモクタスキ
ューブを７棟設置するなど、被災地の復興に向け協力を続けている。

また、SAI GROUP HOLDINGS株式会社、株式会社采建築社、株式会社GATE(いずれも
福岡県福岡市)の３者は、石川県志

し
賀
か

町
まち

にCLTセルユニットを活用した仮設宿泊施設を設置
した。本被災地支援事業には、一部クラウドファンディングを活用した。CLTセルユニット
とは、国産CLTを国内の伝統技術「 蝶

ちょう
蟻
あり

」により接合した木製の箱型ユニットであり、災
害時の避難施設や医療施設として有用である。工場で生産(プレファブ)されたユニットを現
地で基礎の上に設置して連結・連層する工法により、超短工期での完成を可能としており、
志賀町での現地工事は僅か２日で完了した。緊急を要する被災地において、その有用性が示
されている。 

左：トラックからモクタスキューブを下ろす様子 
右：輪島塗仮設工房の内装 

(写真提供：東急建設株式会社) 
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左：志賀町でのCLTセルユニット設置 
右：CLTセルユニットの内装 
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